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1 はじめに 

国際原子力機関(IAEA)のチェルノブイリ原発事故報告書では、被爆した野生動物群の数世代に渡る被爆状

況とその影響の調査は、学術的・社会的に非常に重要であると報告されている。東京大学の石田[a]は,福島

第一原子力発電所周辺の、特に高濃度の放射性物質が検出されている阿武隈山地北部地域において、震災直

後から定期的に野生動物の被曝モニタリングを行っている。本モニタリングでは、当該野生動物の鳴き声の

自動録音装置を 500地点以上を目標として設置を試みているが、長期数十年に渡って 24時間 365日の生態情

報取得（サイエンス目的の空間情報のビッグデータ）を行うためには、研究者の労力だけではその習得・処

理・分析は困難であると報告している。  

野生動物の生態観察とは,ユビキタス・ウェアラブル（バイオロギング）技術を用いて,その個体・位置・

餌動物・気象情報を記録するものである。都市部に近い環境（人間社会に近い環境）に生息する種において

は、電源・情報インフラ網や携帯電話等の情報システムの利用により効率よい観察が実現できると考えられ

る[b]。しかしながら,原子力発電所の周辺環境では、極めて限られた電源・情報インフラ網しか利用できな

い。具体的には、利用者が極めて少ない地域、つまり野生動物の生息環境においては、インフラサービスの

採算性や実環境要因が問題となるからである。  

さらには、このインフラ網が存在しない地域で広大な行動圏（数キロ程度）を持つ種の観察においてはそ

の行動を予測することが極めて困難である。そのため関係機関による現地調査が実施されると考えられるが,

労働負荷（中山間地帯）や接触危険性が（高濃度の放射線地域や、病原菌ウイルス H5N1 等[c]が極めて高い。

つまり野生動物の観察には最小限のインフラリソースで,最大限の観測を実現する方法論・技術が求められる。

そのため,近年は野生動物装着型センサを用いた空間情報センシングの研究が盛んになされている。 

本研究は「生態相互作用と融合した省電力型な動物装着型センサ・ネットワーク機構」の実現を目的とす

る。従来の動物装着型センサノードは、生息地特有の電源・情報インフラの制限やセンサ搭載可能重量の限

界から、ノード間通信を長期的に行うことが困難だった。 そこで本研究では、動物の生態相互作用に着目し

た。具体的には、複数個体間の行動生態学的な相互作用を「検知」した場合にのみノード間通信をアクティ

ブにし,それ以外の時は常にスリープ状態とするシステムを設計・開発する。本提案により「野生動物自身が

センサを持ち歩き、単独行動時に取得したデータを,集団行動時に省電力で共有・回収するシステム」が実現

する。

2 方法 

本研究は、野生動物の行動習性（単独行動・集団行動）と帰巣本能を利用して、「生態相互作用と融合した

省電力型な動物装着型センサ・ネットワーク機構」により問題を解決する。具体的には、複数個体間の行動

生態学的な個体間相互作用を「検知」した場合にのみノード間通信をアクティブにし、それ以外の時は常に

スリープ状態とするシステムを設計・開発する。本提案により「野生動物自身がセンサを持ち歩き、単独行

動時に取得したデータを、集団行動時に省電力で共有・回収するシステム」を実現する。

A）「動物間ネットワークシステムの構築」 [H26] 

本研究では、野生動物の生態相互作用を利用してセンサノード間通信の省電力化を実現する。本年度では、

野生動物装着型センサノードの長寿命化のために、センサノードがお互いの通信半径内に存在する「検出」 
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の機構と「メッセージ配信」の機構、またこれらを用いた広域生態情報観測システムを設計・プロトタイ

プ開発する。目的で述べてきたように、森林地域で動物に機器を装着する場合の使用条件は、ヒトが利用す

る場合と条件が異なり特有の条件が存在する。 特に森林地域での長期運用のために、機器の搭載容量に制限

があるので、使用機器として低消費電力性を考慮して検討することが重要である。  

無線センサノードにおける加速度センサーの消費電力と、センサー間通信に必要な電力では後者の方が

10~100 倍も電力消費が大きい[d]。 そこで、動物間通信の消費電力を減らすために、これまでの提案手法に

加えて最適な通信規格• 機器を選定する必要がある。代表的な通信規格として、Bluetooth、UWB、ZigBee、

Wi-Fi が挙げられる。各通信規格のデータ転送速度、電力消費量、通信範囲などは、[e]で明らかにされてい

る。上記で述べた各通信規格を比較した研究[e]では、Bluetooth と ZigBee は他の通信規格と比べて約 7 分

の 1程度の低消費電力性を実現しており、携帯端末などのバッテリー容量に制限がある場合に適していると

評価されている。また、Bluetooth と ZigBeeを比較した場合に、通信範囲に大きな差が存在する。Bluetooth

の通信範囲は 10m 程度だが、ZigBee の通信範囲は 10〜100m 程度と Bluetooth と比べて広範囲となる。既に

述べてきたように、森林地域では木々など通信遮断物が存在する可能性が高く理論値よりも通信範囲が狭く

なる可能性があること、遭遇を検知してデータ転送を行なう場合にデータ転送を継続する必要があることか

ら、広い通信可能範囲をもつ通信規格が適している。以上の理由から、ZigBeeの通信規格を採用した。 

 3 軸加速度センサーと動物間通信で ZigBee[d]を使用するために、Arduino UNO R3 を基盤機器として使用

している(図１) (図２)。Arduino[e]は世界的に普及していて価格面の購入ハードルが低いマイクロコントロ

ーラー（マイコン）であり、多種多様なセンサー（3 軸加速度センサーや温度センサー、湿度センサー、マ

イクロフォンなど）に対する拡張性が高く、ZigBee 規格である XBee が利用し易い観点から採用した。また

加速度センサーは Arduinoのシリーズである Lily Pad の 3 軸加速度センサー（ADXL335）を使用している。

通信機器は既に述べた通り ZigBee 規格の XBee を Arduino の専用シールドに搭載して使用している。3 軸加

速度センサーのログデータ、動物間通信での送受信データは専用シールドに搭載されている Micro SD にてデ

ータを保存している。また、動物間通信におけるデータ送受信と習性行動の正確な評価を行なうために、時

刻の誤差を減らし計測する事が可能なリアルタイムクロック（DS1307）を使用している。電源として、Sony

製の 9V角形アルカリ乾電池を使用している。 これらの機器をそれぞれ 5台ずつ用意しリュックに搭載した

(図３)。これらのデバイス総重量は 250gであり、各実験犬の体重の 5%以下[c]なので規定内に収まっており、

動物の習性行動に装着機器による影響を与えない。また、アライグマの体重は 4〜10キロ程度と言われてい

るので、今後のデバイスの小型化を含めれば十分に装着可能と言える。本研究の実験では、実際の習性行動

との比較のために Canon Power Shot SX200 IS を使用してビデオ撮影を行うこととした。そしてこれらのデ

ータを統合的に評価する多次元インタフェースソフトウェアを開発した(図４) 。

B）「動物間ネットワークシステムのフィールド評価」 [H27] 

最終目標である「生態相互作用と融合した省電力型な動物装着型センサ・ネットワーク機構」の評価に必

要不可欠であるため、これまでの研究成果を用いて、平成 27年度内に数値目標「(福島第一原子力発電所か

ら北西報告 11 キロ地点(帰還困難区域)の双葉郡浪江町小丸地区小丸共同牧場でまず固定センサシステム構

築とそれを用いたフィールド評価を目標に掲げた。 

システムの設置については事前に私有地地主(牧場主)から許可を得た。帰還困難区域内であることから、

図 1 使用した各機器 図 2 改良型 図 3 リュックを装着したイヌ 図 4 多次元評価インタフェ

ース 
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今年度はまず牧場主と共に他の避難民へ説明や行政機関への説明などから開始した。また、電力会社の理解 

を得ることができ、実証フィールドで電気契約が行えることになった。これにより安定して評価実験有効性

実証(H28 年度に)を行えることになった。現地での設置工事には専門家の作業が必要となるが、いわき市や

広島の業者に協力頂けることとなった。H27年度後半には連携研究者(獣医師)によって同牧場の多くの家畜 

が病気にかかっていることが確認された。独り身の牧場主にとって牧場の家畜は家族以上の存在であり、精

神的な苦労から一時的に連絡が取りにくくなった(H27 年度後半は打ち合わせキャンセルなどが相次いた)。

連携研究者らと緊密に連絡を取り合いつつ、牧場主の心への配慮から待つこととした。新年明けた 1 月 8日

に牧場主と打ち合わせ再開が実現し、工事に向けた最終許可を書面で確認した。実際にシステムを構築した。

（図 5～12） 

3 今後の計画 

H26年度に構築した動物間ネットワークシステムを、H27 年度に構築した帰還困難区域での固定センサシス

テムを利用して H28年度に評価を行う。

4おわりに 

本研究課題の存在自体が、浪江町復興の架け橋となっていることを実感しています。今後ともよろしくお

願いいたします。 
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